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はじめに

　１９６０年代後半から７０年代にかけてカリフォルニア州では財産税（���������

���）の減税を巡って住民の反税運動が展開された。この運動の発端は１９６５年に、
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カウンティの財産税評価官の収賄スキャンダルが発覚したことにある１。評価

官が収賄の見返りに商業地域の資産評価を軽減する便宜を図っていたことが明

るみとなったのである。この事件を契機に州政府は財産税の評価手続きを刷新

した。従来、評価官が裁量的に操作していた財産税の評価率（��������������	
）

を州全体で統一化したのである２。しかし、これによって、財産税の負担は大

きく増加することになり、州内各地で財産税に対する反税運動が巻き起こる結

果となったのである。その後、この運動は７０年代のインフレ率の上昇や政治不

信の高まりの中、激化していき、１９７８年には劇的なクライマックスを迎える。

運動の主導者であったハワード・ジャービス（����������	
�）とポール・ギャ

ン（���������）が提案１３号（�����������	１３）を発意し、住民投票で財産税の大

幅減税を成し遂げたのであった。この出来事は「納税者の反乱（��������	�）」

として呼ばれ、当時、世界的に脚光を浴びた。

　カリフォルニア州憲法では税財政に関する事項についても住民提案を認めて

おり、住民投票により過半数の賛成を得ればこれを立法化することができる。

提案の内容は財産税の税率に１％の上限を設けると共に、課税ベースを過去の

評価額に一旦戻して、その金額にインフレ調整する方式に変更したのである。

提案１３号の可決により、カリフォルニア州の地方政府は財産税の大幅な減収に

直面することになったため、州、地方間の政府間財政関係や財政構造は大きく
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����財産税評価官の�����������	�
はサンフランシスコの商業地の評価率の引き下げを見

返りに家主から選挙資金や賄賂を受け取っていたことがサンフランシスコ・クロニク

ル紙で暴露された。後述するように、カウンティの評価官は住民が選挙で選ぶ公選職

である。����������	
����

����財産税額は、土地家屋の市場評価額に評価率を乗じたものに、財産税の税率を乗じて

算出される。カウンティの評価官は評価率を操作して財産税の負担を決定していた。

１９６６年の下院法８号では、この評価率を２５％で州全体で統一化し、評価官の裁量を排

することにした。
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転換することになった。

　さて、この納税者の反乱はカリフォルニア州にとどまらず、その後全米各州

に波及することになった。マサチューセッツ州やミシガン州など１７州が１９９０年

までに財産税の課税制限（�������������	）を実施したのである。また、アメリ

カ連邦財政も納税者の反乱の洗礼を受けることになった。同時期にカリフォル

ニア州知事を務めたロナルド・レーガン（����������	��）は納税者の反乱に強

い影響を受け、大統領選では減税を政策の基本的な柱に据えたのである３。

レーガンは大統領に就任後、公約を実現するために、８１年の経済回復税法

（����������	��
	���������）で所得税の大幅な減税を行ったのである。こう

した減税志向型政策はその後もニュート・ギングリッチ（��������	
���）が草

稿した「アメリカとの契約（���������	�
����	��）」に見るように、共和党の

主要な政策として継承されていった。つまり、納税者の反乱はレーガンを大統

領の座につけ、減税を共和党の政策アジェンダとすることでアメリカの政治文

化をも転換させたのである。

　ところで納税者の反乱は従来の減税と考え方が大きく異なる。従来、減税は

個別の産業や家計に税制上の恩恵を与える補助金的なものであったり、景気を

浮揚させる有効需要政策の一環として行われるものであったりした。また、減

税のタイミングも財政赤字期には財政均衡が優先され、その実施は手控えられ

たものであった。しかし、レーガン以降の共和党政権では減税それ自体が政策

目的化し、そのタイミングも財政状況が黒字であろうが赤字であろうが、恒久

的に減税が志向されることになったのである。
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����従来、レーガン自体は財産税の減税に否定的な立場をとっていた。実際、州知事時代

には財産税の減税を求めた住民提案（１９６８年と１９７２年）に反対していたのである。反

対の理由は減税が所得税の増税や財政均衡を脅かすからであるとされた。しかし、提

案１３号後は、アーサー・ラッファー（���������		
�）らのサプライサイド経済学を援用

して、減税と財政均衡が両立しうると考えるようになった。��������		
�����
���	�
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　さて、納税者の反乱から３０年以上が経過した。減税志向型政策の先駆けとも

なった納税者の反乱はカリフォルニア州、地方財政に如何なる影響をもたらし

たのであろうか。当時、納税者の反乱を熱烈に支持した者が主張していたように、

減税は家計や企業の負担軽減を通じて、州経済の成長と繁栄をもたらしたのか４。

それとも反対派が主張していたように、減税は地方財政に大幅な歳入欠陥を生

み、公共サーヴィスの劣化と住民の生活水準の悪化をもたらしたのか５。さら

には、納税者の反乱は一昔前の遠い出来事に過ぎず、現在のカリフォルニア

州・地方財政の状況に何らの影響も与えていないのか。この問いに答えるため

に、７０年代から現在に至るまでのカリフォルニア州および地方政府の財政状況

を分析し、納税者の反乱の効果とその影響について検証することが必要である。

　そこで、本稿は以上の検証を行う予備的作業として、まずはカリフォルニア

州の政治経済的な状況と州、地方政府の税財政制度について考察しておくこと

にする。Ⅰでは、カリフォルニア州の経済、社会的な状況と州、地方政府の特

徴について述べる。Ⅱでは、カリフォルニア州の予算制度と財政構造の特徴に

ついて述べる。さらに、Ⅲでは、地方政府の財政構造と税制・地方債制度等に

ついて述べることにする。

Ⅰ．カリフォルニア州の経済社会と州、地方政府

１ ．州経済と社会的状況

�　州経済：高い経済力とローラーコースター・エコノミー

　アメリカ経済は、大西洋に面した東部州と太平洋に面した西部州が二つの極

となり経済をけん引していることから、しばしば両岸経済（��������	
�
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�������）６と表現されている。その西部州の中核をなすのがカリフォルニア州

経済である。

　表１で示すように、カリフォルニア州の２００８年の州内総生産は１兆８�４６８億

ドル（全米総生産の１３�０％）で、全米第１位を占める。これは国際的にも高い

水準にあり世界８番目に位置する（２００７年）。実に、カリフォルニア州はカナダ

を上回り、�７加盟国並みの経済力を有しているのである。
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表１　カリフォルニア州の産業構造（２００８年）� （単位：１００万ドル）

割合（％）生産額割合（％）従業員（人）

１３�８２６０�１３３１４�３２�０３５�３００専門・企業サーヴィス

７�０１３１�０６７１２�４１�７６６�６００教育・医療サーヴィス

４�０７５�６３９１０�４１�４８３�６００余暇・ホスピタリティーサーヴィス

２�２４２�１９６３�３４７７�３００その他サーヴィス

６�０１１２�７５２３�１４４７�６００情報

１１�５２１６�７６４１７�４２�４８２�０００政府

１５�９２９９�６４５１８�１２�５８０�１００商業・運輸・公営事業

９�６１８１�１３４８�７１�２３７�２００製造業

２２�１４１６�３２４５�５７７７�８００金融・保険・不動産

３�６６７�７７０３�９５５３�８００建設

２�３４３�３３３０�２２４�７００鉱業・天然資源

１�９３６�６００２�７３８９�１００農業

１００�０１�８８３�３５７１００�０１４�２５５�１００　合計

出所）��������	�
���������������������

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

����富樫（２００３）１７３～１７９ページ参照。最近では幾分、二極から分散化、多極化の方向が

見られつつあるが、カリフォルニア州が依然、経済大国アメリカを支える一つの大き

な極であることには変わりない。
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表２　カリフォルニア州の産業別国内総生産の特化係数（２００８年）

特化係数（％）
全米に占める

割合（％）

０．８５１１．１製造業

０．９８１２．８卸売

１．０３１３．４小売

１．３９１８．１情報

１．１２２７．４金融・保険・不動産・リース

１．２２１５．９専門・技術サーヴィス

０．８７１１．３健康・社会扶助

０．９６１２．５政府

０．８９１１．６その他

１．００１３．０　合計

出所）���������	
��	����

����������������より作成。

表３　カリフォルニア州の従業員別（農業を除く）の特化係数（２００９年）

特化係数（％）
全米に占める

割合（％）

０．９６１０．３建設

１．００１０．８製造業

０．９８１０．６交通・公営事業

１．４８１５．９情報

０．９６１０．３金融

１．１５１２．４専門・企業サーヴィス

０．８４９．１教育・健康サーヴィス

１．０６１１．４余暇・ホスピタリティー

０．８４９．０その他サーヴィス

１．０３１１．１政府

０．３３３．６その他

１．００１０．８　合計

出所）���������	
��	����

����������������より作成。



　州内総生産の産業別構成を見ると、金融・保険・不動産業（２２�１％）、商業・

運輸・公営事業（１５�９％）、専門・企業サーヴィス（１３�８％）の分野で高く、従

業員構成では商業・運輸・公営事業（１８�１％）、政府（１７�４％）、専門・企業サー

ヴィス（１４�３％）の分野で高い。製造業の割合が低く、経済のサーヴィス化が

進展している。

　次に、他州の産業構造と比較をするために、表２、表３でカリフォルニア州

の生産額と従業員数の特化係数を見る。生産額では情報（１�３９）、専門・技術

サーヴィス（１�２２）、金融・保険・不動産・リース（１�１２）で特化係数が高く、

従業員数では情報（１�４８）、専門・企業サーヴィス（１�１５）で高い。情報産業や

科学技術などの専門サーヴィスの特化係数の高さはシリコンバレーを中心とし

た��産業の集積を反映しているものと言えよう。

　カリフォルニア州の製造業の生産額の割合は近年大きく低下している。製造

業の生産額は１９８０年が５８８億４�７００万ドルで州内総生産額の１７�９％を占めていた

が、１９９０年は１�１８０億１�６００万ドルで１４�７％７、そして２００８年では１�８１１億３�４００万ド

ルで９�６％と半減している。これは最近のグローバル競争の激化や冷戦後の軍

需産業のリストラの影響を受けたものであるが、現在でも製造業の事業所数、

従業員数、生産付加価値額のどれにおいても全米第１位を占める８。コン

ピューター・電子機器、航空産業などの輸送機械、金属製品、化学、石油・石

炭製品などの分野での生産額が高い。最近では、サンフランシスコ・ベイエリ

アを拠点としたナノテクノロジー、サンディアゴのバイオテクノロジー、さら

に州全体ではグリーン産業（環境関連産業）が成長しつつある９。
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����数字の出所は、����������	
�������	��	�������	�����������参照。

����事業所数は４万４�２９６か所、従業員数は１４４万８�０００人、生産付加価値額は２�５４４億９�７００万
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　近年のカリフォルニア州経済の状況を示したのが図１である。これは１９７０年

以降の州内総生産（恒常ドル表示）の成長率と失業率の推移を見たものである。

景気後退は８０年代前半、９０年代前半、２０００年代前半、さらに２０００年代後半とほ

ぼ１０年おきに発生し、それに伴って失業率も悪化している。８１年に経済成長率

は前年の１１�７％から６�８％に後退し、失業率は７�４％から９�９％に上昇している。

９１年も成長率は前年の７�０％から２�１％に失業率は５�８％から７�８％に悪化し、２００１

年も成長率は前年の８�９％から１�６％に失業率は４�９％から５�４％に悪化している。

さらに、２００９年には－３�４％とマイナス成長を記録し、失業率は１１�３％と二桁台

に跳ね上がっている。このようにカリフォルニア州ではほぼ１０年おきに好不況

の波が循環しているため、「ローラーコースター・エコノミー（�����������	���

�������）」とも呼ばれている。

　それぞれの不況の原因としては、９０年代前半はポスト冷戦に伴う軍事基地の

閉鎖や軍事関連産業の衰退、２０００年代初めは��バブルの崩壊に伴う数千のドッ

トコム企業の倒産、電力不足によるエネルギー危機の問題があった。さらに

２００８年以降の不況はサブプライムローン問題による住宅バブルの崩壊と国際的

な金融危機が挙げられている。
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図１　カリフォルニア州の経済成長率と失業率の推移

出所）����������		
�������		��		���������������������	�より作成。
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�　州の社会的状況：人種構成の変化と所得分配の二極化

　次に、カリフォルニア州の社会構造についてである。人口は３�８８２万７�０００人

（全米人口の１２�５％）で全米第１位である。図２に示すように、カリフォルニ

ア州の人口は１９５０年１�０６４万人から７０年２�００４万人、９０年２�９８３万人と増加を続け

た。６０年代半ば以降、ニューヨーク州を抜き、アメリカ最大の人口を擁する州

として発展してきた。

　しかし、人口増加率には大きな変化が見られる。７０年代から９０年代にかけて

緩やかに増加してきたものの９０年代の不況やロサンゼルス暴動等を契機に大幅

に引き下がった。９０年代後半の��バブルの時期に再度引き上がったが、２０００年

代に入ってからの二度の不況の影響を受け、低下傾向をたどっている。最近で

は増加率の低下を反映し、全米人口に占めるカリフォルニア州人口の割合も９０

年代後半以降はほぼ１２％台で横ばいである。

　図３に示すように、人種構成の割合（２００９年）は白人４１�７％、ヒスパニック

３７�０％、アジア系１０１３�１％、アメリカンインディアン他１�５％である。全米全体の

構成と比較すると、白人で２３�４％、黒人で６�３％程割合が低く、ヒスパニックで

２１�２％、アジア系で８�３％程割合が高い。白人の割合の減少は年々進み、２０００年

以降はもはや過半数を下回っている。政治力を別にすれば、白人が人種構成上、

マジョリティーを形成していない状態にある１１。また、人種別の年齢構成（２０００

年）を見ると、０～１５歳未満の年少人口ではヒスパニック３４７万人（４４�６％）と

既に白人２６７万人（３４�３％）を大きく上回っている１２。このため、将来的には白

人と構成比で逆転する見通しが持たれており、２０４０年には州の人口の４８�９％が
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����太平洋島嶼国出身を含む。　

����投票行動では白人は依然、マジョリティーである。２０００年では７３％の投票者は白人で

あった（２０００年の白人の人種構成は５３％）。���������	

��������

����その一方、高齢者人口の割合は白人が圧倒的に高い。����������	
�������	���

���������		
�����参照。

１０

１１

１２



ヒスパニック、２９�５％が白人、１３�１％がアジア系、４�７％が黒人になると推計さ

れている１３。

　以上の人種構成の変化は当然、学校教育にも影響を与えている。初等中等学
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図２　カリフォルニア州の人口の推移（１９５０－２０１０年）

出所）�����������	
�������	��		������������������より作成。
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図３　カリフォルニア州の人種構成の変化（１９８０－２００９年）

出所）各年度の���������	
���
�������	��より作成。
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校（�－１２：日本の教育制度でいえば幼稚園（���������	��）の年長から高校生

までの１２学年（���������	
��）を対象）の在籍者数の人種構成は７０年度では白

人７１�１％、ヒスパニック１６�０％、アジア／太平洋系２�２％、アフロ・アメリカ９�３％

であったが、２００２から２００７年度の５か年平均では白人２９�４％、ヒスパニック

４８�８％、アジア／太平洋系８�８％、アフロ・アメリカ７�８％と白人の割合はわずか

３割程度に低下している１４。それに伴って英語を第一言語としない児童の数も

増加している１５。こうした変化はバイリンガル教育に対するニーズを高める一

方で、１９９８年の住民提案２２７号がそれに歯止めをかけている。住民提案２２７号は、

生徒の英語習得の妨げとなるとしてバイリンガル教育を制限する提案であった。

このため、現在ではバイリンガル授業は部分的にしか行われていない１６。

　ところで、貧困と所得格差についてである。２００８年の家計の中位所得は６万

１�０２１ドルで州別ランクの９位に位置し、全米平均（５万２�０２９ドル）を上回る１７。

その一方で、貧困線以下人口は４７７万８�０００人で州人口の１３�３％に当たる。この

割合の高さは州別ランクで２１位にあり、全米平均（１３�２％）並みである１８。中位

所得が高く、貧困率も中程度にあるが、所得格差は大きい。ジニ係数（２０１０年）

は全米ワースト７位に位置している１９。所得の二極化が進行しているため「砂

時計経済（���������	
�����）」とも表現されている。

　このことは人種問題とも深い関連をもっている。ヒスパニック、黒人、南西
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����カリフォルニア州では５歳以上で英語以外の言語を使用する州民の割合は４２�３％と多

い。この割合は全米で最も高く、全米平均（１９�７％）の２倍に達している。�����
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アジア系は低所得層が多い反面、それ以外のアジア系や白人は専門性の高い職

業に従事している割合が高いため高所得層が多いとされている。人種別の貧困

線以下の人口（家族）割合は、白人家族が８％に対してアジア系が１３％、黒人

２２％、ヒスパニックが２２％とされている２０。

　以上見てきた経済的、社会的な特徴は州内の地域ごとで大きく様相が異なる。

表４に示すように、州内の５８のカウンティを北部地域、サンフランシスコ・ベ

イエリア地域、サクラメント地域、中部地域、ロサンゼルス・サンディアゴ地

域の５つに分類する。

　人口（２０００年）は、サンフランシスコ・ベイエリア地域、サクラメント地域、

ロサンゼルス・サンディアゴ地域にその８割が集中している。北部地域、中部

地域では面積は広くカウンティの数も多いものの人口は非常に少ない。人種構

成（２０００年）は地域的に大きく異なり、北部地域は白人の割合が高いカウンティ

が多いのに対して、ロサンゼルス・サンディアゴ地域はヒスパニックの割合が

高い。

　経済的も地域間格差は大きく、家族の中位所得（２０００年）が高いカウンティ

はサンフランシスコ・ベイエリア地域に集中しており、それ以外ではサクラメ

ント地域（プラセル・カウンティ、エルドラド・カウンティ）とロサンゼルス・

サンディアゴ地域（ベンチュラ・カウンティ、オレンジ・カウンティ）の一部

のカウンティが比較的に高いに過ぎない。一方、貧困率（２０００年）、失業率

（２００１年）ともに北部地域、中部地域で比較的高い。先に見たようにカリフォ

ルニア州全体でみれば、貧困率は白人で低く、ヒスパニックで高いが、地域的

には白人の多い北部地域も、ヒスパニックが多い中部地域、ロサンゼルス・サ

ンディアゴ地域も同様に経済的には苦境に直面している状況にあり、人種的な

地域差は地域的な経済格差を反映していないことになる。
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　その一方、人種的な構成と政党地図は重なる部分が大きい。北部地域とその

周辺に位置する中部地域とサクラメント地域のカウンティでは共和党支持層が

多く、その他の白人が比較的少ない地域では民主党支持層が多くなっている。
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表４　カリフォルニア州の地域別の人口、所得構成

失業率
（％）

貧困率
（％）

中位所得
（ドル）

ヒスパニック
比率

（％）

白人
比率

（％）

人口
（人）

失業率
（％）

貧困率
（％）

中位所得
（ドル）

ヒスパニック
比率

（％）

白人
比率

（％）

人口
（人）

５�１１８�４５１�６２３２５�９５８�１１６８�６６０����北部地域

４�０５�８６５�８５８９�７８３�４２４８�３９９������８�０２０�２３６�０５６１３�９７０�１２７�５０７���������

４�３７�１６０�２５０９�３８４�９１５６�２９９���������６�０１９�５３９�３７０６�５８１�６１２６�５１８��������

１�１３�５１２�６７９４�０１４�５１�７９６�８５７合計（平均）６�０１５�９４２�１６８１６�５７４�９８６�２６５���������

ロサンゼルス・サンディアゴ地域８�１１８�６３６�８９０７�６８３�３４４�３０１��������

５�７１７�９４６�４５２４４�６３１�１９�５１９�３３８��������	��６�３１５�４４０�４９１５�５８６�４１６３�２５６������

４�９９�２６５�２８５３３�４５６�８７５３�１９７�������９�４１８�７３４�３４３４�０８６�６１３�０２２�������

５�１１５�８４６�５７４３９�２４４�０１�７０９�４３４�����������	��６�６１７�３３７�２７７１５�８７８�５５６�０３９������

４�０１０�３６４�６１１３０�８５１�３２�８４６�２８９������８�８１８�１３７�０２３２９�６６２�６２６�４５３�����

５�５１４�２４８�４０９３６�２５１�０１�５４５�３８７���������１２�９１６�１４０�１３８４６�５４８�０１８�８０４������

４�２１２�４５３�４３８２６�７５５�０２�８１３�８３３���������７�１１７�６３５�８１８１１�４８０�５５８�３０９����

１５�９２２�６３５�２２６７２�２２０�２１４２�３６１��������７�０２１�５３５�９７８１１�５８１�１９�４４９�����

６�５１４�６５１�４２８４０�４４４�２１９�３２９�８３９合計（平均）７�３１４�０４３�３９８１３�８７０�６３３�８２８������

中部地域７�７１３�１４６�１１９５�７８８�７２０�８２４������

７�８１９�５５０�２５０７�８７１�８１�２０８������６�６１９�８４１�０１０１０�５８０�０２０３�１７１�����

５�１９�２５１�２２６８�９８２�４３５�１００������７�６１１�３４２�７５６６�０９０�３３�５５５������

５�５１１�８４７�３７９６�８８７�５４０�５５４���������４�４８�１５２�６９７５�７９０�３９２�０３３������

１０�７２２�９３８�４５５４４�０３９�７７９９�４０７������８�６２０�８３４�１０３１７�４６５�３６０�２１９����

４�５１２�６４４�９７０１２�６７４�４１７�９４５����９�８１５�５４４�３３０２２�２６０�２７８�９３０������

８�６２０�８３９�４０３３８�４４９�５６６１�６４５����７�７１６�８３９�９９８１３�９７６�６１�１２２�４８３合計（平均）

１０�７１９�５３８�１１１４３�６４１�６１２９�４６１�����サンフランシスコ・ベイエリア地域

９�６２１�４３９�２２６４４�３４６�６１２３�１０９������３�７８�１６１�９２１１７�３７４�５４５８�６１４������

５�８１４�８４２�６５５７�８８４�９１７�１３０��������３�５６�６８８�９３４１１�１７８�６２４７�２８９�����

１０�２２１�７３８�００９４５�３４０�６２１０�５５４������４�１７�６７３�０３９１７�７５７�９９４８�８１６������������

４�７１１�５５０�４８７１７�７７６�５１２�８５３����５�１１１�３６３�５４５１４�１４３�６７７６�７３３����������	��

７�９１３�５５１�１６９４６�８４０�３４０１�７６２��������３�８５�８８０�７３７２１�９４９�８７０７�１６１���������

６�３１０�０６０�６６５４７�９４６�０５３�２３４����������４�８１１�０６５�８５７１９�０４０�９１�４４３�７４１�������

７�５１７�７４６�９１９３０�５４７�４５６３�５９８���������	�５�７１１�９６１�９４１２６�８６５�５２５５�６０２����������

４�０１２�８５２�４４７１６�３７６�１２４６�６８１���������	
����５�１７�５８１�７１７２４�０４４�２１�６８２�５８５�����������

４�４１４�３５４�０４２３４�２５６�９３９９�３４７�������������４�６８�３６０�５９７１７�６４９�２３９５�５４２������

８�４１６�０４４�７０３３１�７５７�３４４６�９９７����������３�６８�３６１�４１０２３�７６９�１１２４�２７９����

１１�４２３�９３６�２９７５０�８４１�８３６８�０２１������４�４８�６６９�９７０１９�３５７�３７�０４０�３６２合計（平均）

５�９１１�４４４�３２７８�２８５�１５４�５０１��������サクラメント地域

７�３１６�１４５�８２８２８�６６０�３４�５８３�１０７合計（平均）４�５１４�１５０�７１７１６�０５７�８１�２２３�４９９����������

注）失業率は２００１年の数字、それ以外は２０００年の数字である。
出所）人口、人種構成は、����������	
�������	��	���������������������	�失業率、中

位所得・貧困率は����������	
�������	��	����������������������	より作成。



２ ．州、地方政府の特徴

�　州政府と議会：輻輳する権力と議会への政治不信

　現在の州知事はジェリー・ブラウン（�����������	）である。ブラウン知事は

アーノルド・シュワルツネッガー（��������	
����������）知事の後を受けて

２０１１年より知事に就任しているが、７５年から８３年の間にも２期知事を務めてい

る。この時期、カリフォルニア州では納税者の反乱が起こり、提案１３号が可決さ

れている。ブラウン知事以前の知事とその任期については表５の通りである。

　さて、州知事の役割である。これは以下の４つが挙げられる。

　第１に、州予算の提案である。知事は財政部長（����������	�
������）を任命

し予算編成を行わせ、両院に対して予算案の提案を行う。また議会が決定した

議会予算案に対しては項目別拒否権（���������）２１を行使しえる。

　第２に、特別会期（�������������	
）の招集である。州議会を招集し、知事が
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表５　６０年代以降のカリフォルニア州知事と公選職

他の公選職の党派党派知事任期

法務長官のみ共和党、他は民主党民主党����������	
������１９５９－６７

法務長官のみ民主党、他は共和党共和党����������	��１９６７－７１

国務長官のみ民主党、他は共和党共和党����������	��１９７１－７５

副知事、法務長官は共和党、他は民主党民主党�����������１９７５－７９

副知事、法務長官は共和党、他は民主党民主党�����������１９７９－８３

すべて民主党共和党����������	
����１９８３－８７

すべて民主党共和党����������	
����１９８７－９１

法務長官のみ共和党、他は民主党共和党���������	
�１９９１－９５

副知事、税務長官は民主党、他は共和党共和党���������	
�１９９５－９９

国務長官のみ共和党民主党����������１９９９－２００３

すべて民主党共和党��������	
����������２００３－２００７

副知事のみ共和党、他は民主党共和党��������	
����������２００７－２０１１

すべて民主党民主党�����������２０１１－２０１５

注）他の公選職は副知事、法務長官、内務長官、財務長官、税務長官のみ対象とした。
出所）�����’����������	�
�



提案する特定のテーマ２２を審議させる権限を有している。例えば財政問題に関

して言うと、知事は予算の執行過程で予期せぬ財政赤字が発生した場合、予算

を均衡させる目的で特別会期を招集する権限を有している。　

　第３に、知事令（����������	
��
）の発令である。知事は知事令にサインす

ることで特定の政策を実施できる権限を有している。シュワルツネッガー知事

の場合、この権限を行使して２００３年に選挙公約であった自動車ライセンス料

（�������������	��
��）の引き上げを取消し、負担水準を引き下げたのである。

　第４に、任用権（�����������	��
��）の行使である。知事は政治任用権をも

ち、執行部局の約２５００の主要ポスト―教育局、司法局を除く―を補充できる。

また、３００以上の州の行政委員会のメンバーの採用も知事の権限である２３。

　知事は以上の権限を持っているからとはいえ、大統領のように執行部内で強

力なリーダーシップを発揮できるわけではない。カリフォルニア州は２０世紀初

めの革新主義運動（�����������	
������）の影響を強く受け、伝統的に権力

の集中の排除、権力分立の政治文化を持つ。このため、州政府には知事以外に

も次の公選職（任期４年）が置かれている。すなわち、副知事（�����������

��������）、法務長官（���������	����
�）、内務長官（����������	
������）、税務

長官（����������）、財務長官（����������	
���������）、保険委員長（����������

������������）２４、教育長（����������	���
��
�����
�����������）、税率査定審査
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����予算案以外の法案については一般拒否権（����������	
）を有する。

����シュワルツネッガー知事の場合、刑務所、医療保険、水、公教育、財政赤字などのテー

マを対象に任期中１６の特別会期を招集した。��������	�
���������������������������

����知事の任用できるポストは全公務員の１％程度に過ぎない。��������	�
������������

�������������

����保険事業者に対する監視、保険料改定の承認が役割。以前は、事業・住宅・交通局

（����������	
����������������
�����
�）の事業の一部であったが、１９８８年の住民投

票１０３号で公選職に代わった。他の公選職の役割については、中邨（１９９１）１２８ページ

が詳しい。

２１

２２

２３

２４



委員会委員（����������	
��������）である。

　権力分立の極みは、財政部門の長が税務長官、財務長官、税率査定審査委員

会の３つに分化していることである。他州では見られない特徴である。それぞ

れの権限は、税務長官は州、地方税の徴収（内国消費税は除く）と監督、職員

給与などに対する小切手の支払い等である。財務長官は資金運用、州債発行で

ある。さらに、税率査定審査委員会（委員５名で構成、４名は選挙で選出、１

名は税務長官が併任）は内国消費税（売上税、ガソリン税、酒税）の監督、カ

ウンティの財産税評価の点検となっている。

　これらの公選職は知事とは独立に選挙で選出されるため、知事とは同一政党

に属していない場合もある（表５）。このため時には知事の意思決定に公然と

対立して、執行部内で軋轢が生じることもある。例えば、シュワルツネッガー

知事時代には、知事の教育予算削減に教育長が訴訟を提起したり、保険委員長

が知事の雇用保険基金の民営化を差し止めるために訴訟を提起したりしている。

さらに、州職員給与の引き下げの知事令を税務長官が拒否したりすることも起

こっている２５。このような行政トップの役割の分化と対立は知事の財政上の意

思決定を妨げるため財政赤字の解消を困難にさせているという指摘もある。

　次に、州の行政組織についてである。州政府の組織は、知事直轄の知事公室

（�����������	��
������）、州の主要な事務、事業をおこなう部局、さらに独立

した執行権を認められている行政委員会（�������������	

	��，例えばカリ

フォルニア大学評議会（���������	
��
���������
�����
��
������）、公益事業委

員会（��������	���	�
����������）、公務員労使関係委員会（��������	
���	���
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����２００５年にはシュワルツネッガー知事が公立学校予算の執行を３１億ドル留保したため、

ジャック・オコンネル（�������’�������）教育長が州知事を相手取り訴訟を提起した。

２００８年に知事が州職員の給与を連邦最低賃金水準に引き下げようとしたとき、ジョ

ン・チャン（�����������	）税務長官がこの命令を拒否したこともあった。��������	�
�

�����������	
�����������

２５



��������	
����）等）から構成されている。

　部局には財政部（����������	
�	������）や食料・農業部（����������	
�	

�����������	
����	�）のような部制を採る部署と局制（���������	
�）を採る部

署が併存している。局には商工・交通・住宅局（����������	
����	
�����
���

�������）、環境保護局（����������	
����	��	���）、健康・福祉局（���������	�

��������	
���）、労働・職業開発局（����������	��
�������������）、資源

局（���������	
����	
）、州行政・消費者サーヴィス局（�����������	�
����

�������）の６つの局があり、それぞれの局の下には複数の部と行政委員会が置

かれている２６。

　カリフォルニア州では２０世紀初めまで行政組織は１００を超える行政委員会か

ら構成されていたが、１９２１年に知事の権限の強化と行政の効率化を目的に部制

が採られ、行政委員会は部に統合された。さらに、１９５９年からは部を統合した

局制が採られている２７。部長（����������	
����）と局長（����������	�
�	�）は

州知事の政治任用ポストで、採用に当たっては州上院議会での承認を必要とす

る。一方、それ以外の職員は公務員試験で採用されるメリットシステムが適用

されている。

　正規職員数（���������	�
�������	���������）は３９万３�９８９人（２００８年）である。

他州と比較すると公務員の数は全米で最も多いが、州民１万人当たりの数は

１０９人に過ぎず、全米平均１４２人を大きく下回る。全米ランクでも４８位と非常に

少ない２８。

　次に州議会と議員についてである。州議会は上院（������）、下院（��������）

の二院制で構成される。議席は上院議員４０名、下院議員は８０名である。任期は
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������������	�
��������������������������������

����中邨（１９９１）１３３～１３９ページ参照。

�����������	���
������	������	�	������������	
�

２６

２７

２８



それぞれ４年と２年である。選挙区は１０年ごとに行われる国勢調査の結果を受

けて人口割で等しく区分される（再選挙区割（������������	）と言う）。１選挙

区当たりの人口は上院で９６万５�０００人、下院で４８万２�５００人である。従来、議会

による選挙区割はゲリマンダー的な問題で批判されてきたので、２０１１年から市

民選挙区割委員会（���������	�
��������������������）が区割を担当すること

になっている。

　議員の身分はフルタイム２９であるが、１９９０年の住民投票１４０号により議員には

任期制（����－������）が課されている。任期制は上院議員が生涯で２期８年、

下院議員で３期６年の上限が課されている３０。任期制が課された背景には住民

の政治不信を背景としている。ゲリマンダー的区割を利用して、現職が長期的

に議席を独占していた点が批判の対象となった。任期制の結果、新人議員が増

え、女性やマイノリティー（特にラティーノ）の議員の構成が増えたというメ

リットがある一方で、議会による財政制約（������������	��
�）が緩んだこと、法

案が十分精査されなくなったこと、さらに執行部門に対する議会の監視能力が

低下したことなどが指摘されている３１。

　議員の会派別構成（２０１１年）は、上院は民主党２５人、共和党１３人、下院は民

主党５２人、共和党２８人である（表６）。長期的に民主党が両院で過半数の議席を

確保してきたが、歳出予算や増税の議決は両院の２／３の承認が必要であった

ため、民主党単独での承認は不可能であった。このため予算審議はいつも多難

を極めていた。しかし、２０１０年に提案２５号が住民投票で可決されたことで状況

は変わる見通しが持たれている。予算審議に関しては２／３の承認要件が過半

数に変更されたのである。この点については後述する。
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����フルタイムの議員を置く州はわずか９州しかない。

����再選禁止のような厳しい規定をもつ州はカリフォルニア州以外にはアーカンソー州、

ミシガン州しかない。

������������	

�����		�

２９

３０

３１



�　各地方政府の特徴：強い自治と多様な政府形態

　カリフォルニア州の地方政府（２００７年度）は５８のカウンティ（������）、４７８の

市（����）、１�０４４の学区（���������	
���
）、３�２９４の特別区（��������	�
�����）３２か

ら構成させている。カウンティや市は様々な行政サーヴィスを提供する一般目

的政府（���������	�
�������������）であるのに対して、学区は教育サーヴィ

ス、特別区はそれ以外の特定の公共サーヴィスを提供するために創設された特
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表６　カリフォルニア州議員と所属政党

下　院上　院
会　期

共和党民主党その他共和党民主党

３２４８１７２３１９８１－８２

３２４８１１４２５１９８３－８４

３３４７１５２５１９８５－８６

３６４４１１５２４１９８７－８８

３３４７１１５２４１９８９－９０

３３４７２１２２７１９９１－９２

３１４９２１５２３１９９３－９４

４１３９２１７２１１９９５－９６

３８４２１１７２２１９９７－９８

３２４８１５２５１９９９－２０００

３０５０１４２６２００１－２００２

３２４８１５２５２００３－２００４

３２４８１５２５２００５－２００６

３２４８１５２５２００７－２００７

３０５０１５２５２００９－２０１０

２８５２１３２５２０１１－２０１２

出所）��������	�
�����������������������

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

����カウンティ、市、学区の数については、���������	
���
�������	��������������参照。

特別区の数については、����������	
�����	����	����������	������������	�
���１５を参

照。

３２



定目的政府（��������	
���������������）である。なお、州によってはタウン

シップ、タウン、ビレッジという一般目的政府が設置されているが、カリフォ

ルニア州の場合、こうした地方政府は設置されていない。

カウンティ

　カウンティは州によって創設された地方政府である。州の行政単位としての

役割と地方政府の役割との２重の役割を兼ねている３３。前者の役割として、選

挙、裁判、福祉・医療、税徴収等がある。後者の役割として、警察、刑務所、

消防、道路維持、交通システム、健康・衛生、財産・婚姻・死亡の記録の管理等

がある。さらに市を形成していない地域（未法人地域：�����������	
����
�）３４

や市の規模が零細で単独でサーヴィスが供給できない市に対して行政サーヴィ

スを供給する場合もある３５。カウンティの行政は州の行政単位の役割を担って

いるので連邦や州のマンデイトによるものが多い。またこれらの役割を財政的

に果たすために課税権、起債権を有している。

　カウンティの政府組織は、５人の理事から構成される理事会（���������

��������	��）が統治する。理事会はカウンティの政策や予算の決定、執行部局

の監督、職員の採用等を行っている。通常、権力の分立を目的に立法と行政は

それぞれ独立しているが、カウンティでは理事会が両者を兼ねている。理事は
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������������	�
������������������������

����２００７年の市以外の居住人口は６５８万１�５１１人、全人口の１７�４％である。例えば、ラーセ

ン・カウンティ（������）の人口は３万５�８０４人、面積は４�５５７�３平方マイルでカウンティ

内にある唯一の市であるスーザンビル（���������	）市の人口は１万７�９２１人、面積は

５�９平方マイルである。カウンティの約半数の人口は未法人地区に居住している。

����������	
�������	��	����������������������参照。

����ロサンゼルス・カウンティの場合、警察、消防、救急等のサーヴィスを幾つかの市と

契約を結びサーヴィス供給している。����������	
���������������������参照。

３３

３４

３５



選挙で選出され任期は４年である。また理事以外にも警察長（�������）、地方検

事長（������������	�
��）、財産税評価官（��������）、徴税・財務部長（����

����������	��
����）、主計部長（�������）、庶務部長（���������	
�）等も選挙

で選出される公選職３６である。

　カウンティには２つのタイプがある。組織形態や運営等を州の一般法で定め

ている一般法カウンティ（����������	
�����）と住民が採択する憲章に基づ

きその組織や運営等を変更できる裁量をもつ憲章カウンティ（����������	
��）

の２つである。大半のカウンティは前者に分類されている。後者の憲章カウン

ティは１４団体しかないが、人口規模の大きい都市的なカウンティ（例えば、ロ

サンゼルス、サクラメント、サンディアゴ、サンタクララ等のカウンティ）程、

憲章カウンティとなっている傾向が強い。

　なお、カウンティは市と異なり、１９０７年以降、新設はなくその数は不変的で

ある３７。このため、１�０００万人を超える人口を抱えるロサンゼルス・カウンティ

からわずか１�２００人足らずの人口しかいないアルペン・カウンティまで多様であ

る。

市

　カウンティを創設したのは州であるのに対して、市は住民の要望に基づき創

設された地方政府である３８。市はカウンティが提供している以上のサーヴィス
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����役職の表記については中邨（１９９１）を参照。

����カウンティを新設する場合、新設を希望するカウンティのエリアの住民とそれ以外の

住民双方の住民投票で過半数を得なければならない。このことがカウンティ新設の

ネックとなっている。��������	�
��������������������������

����市を創設する場合、コミュニティによる市創設の請願（投票者の最低２５％の賛同）、

当該コミュニティが属しているカウンティの地方政府編成委員会（��������	
���

���������	
���������）における市としての財政的自立性に関する検討と同意、さら

３６

３７

３８



をコミュニティの住民が望む場合、自分たちの人種的な同一性の維持を望む場

合、隣接する大都市から自分たちの税源を守る場合、さらには貧困な住民に対

する公共サーヴィスの負担を回避する場合等の理由で設立さている３９。

　市の役割は警察、消防、下水道、ごみ処理、公園、レクリエーション、道路・

交通管理、図書館、土地利用等の広範な住民サーヴィスを提供することにある。

こうした役割を担うため課税権、起債権を有している。

　市のタイプもカウンティ同様、州の一般法に基づき運営される一般法市

（����������	
�����）と憲章に基づき独自の運営がなされている憲章市

（�����������	）の２つに分かれる４０。一般法市が全体の８割近くを占める。憲

章市は１１８団体に過ぎないが、州内の大都市はすべて憲章市である。

　一般法市の場合、５人の理事から構成される理事会（���������	�
）が統治す

る。理事は住民の選挙で選出され、任期は４年である。一方、憲章市の場合、

理事数は独自に定めることが可能である。例えば、ロサンゼルス市の場合、理

事数は１５名、サンノゼ市は１０名、サンフランシスコ市４１は１１名、サンディアゴ市

８名である。

　市の執行体制については、革新主義運動４２の影響でほとんどの市で「理事会－

支配人制（�������－���������	�
��）」を採用している。つまり、理事会が行
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　　に、コミュニティ住民の住民投票による多数決の承認といった手続きが必要である。

���������	
������

������������	�
�������������������������������	
���������������������������参照。

����一般市と憲章市の政府形態、選挙等の違いについては牧田（２００６）１０ページ。人口３�５００

人以上の市しか憲章を持てない。

����サンフランシスコ市は１９１１年から一市一カウンティの形態をとっている。このため、

１１名の理事が理事会を構成する一方で、市長を置いている。

����市長は政治マシーンと強い関係を持っていたため、革新主義運動の結果、理事会が採

用する支配人に多くの権限を与えることになった。��������	�
�������������������

������

３９

４０

４１

４２



政に関して高い知見と能力を有する者を支配人（���������	
�）として採用し、

支配人に市の日常業務の管理や予算の編成、執行部局の長の任用など市の行政

運営を担わせているのである。これとは反対に、サンフランシスコ市のように、

市長を住民の選挙で直接選び、市長に強い権限－拒否権、予算管理、幹部職員

の採用等－を与える「強市長制（��������	
��）」を採用している市もある。近

年、ロサンゼルス市も市長の権限を強化しており、フレズノ市、オークランド

市、サンディアゴ市も強市長制に転換している。

学　区

　学区とは幼稚園の年長から１２学年までの教育サーヴィス（�－１２）を提供す

る地方政府である。学区は教育財源を調達するために課税権、起債権を有して

いる。

　学区の種類は次の３つに分かれる。すなわち、幼稚園から６学年もしくは８

学年までの生徒を対象とする初等学校区（���������	
�������）。７学年から１２

学年もしくは９学年から１２学年の生徒を対象とする中等学校区（��������	�

���������）。さらに、幼稚園から１２学年までの生徒を対象とする統合学校区

（���������	
���������	��）である。

　これまで学区の数は大幅に減少してきた。１９５０年には２�１３７４３あったものが今

日では半分の１�０４４（２００７年）である。再編統合は進展してきたが、学区の規模

は多様で零細なものも少なくない。２００６年度において生徒数１�０００人未満の学

区は全体の４５％を占め、生徒数５�０００人から１万人の学区は１２３区、生徒数５万

人以上の学区はわずか９区に過ぎない。最大は生徒数７０万人を超えるロサンゼ

ルス統合学区である４４。
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����学区の数については、����������	�
����������������

������������	�
������
����	����������������	�

４３

４４



　学区は州によって創設され、州の監督を服するが、学区を統治しているのは

教育委員会（����������	
）である。教育委員会の委員は住民の選挙で選出さ

れる。委員の人数は通常、５名である。教育委員会の最高責任者は教育長

（����������	���）である。教育長は教育委員会が任用し、学区の日常業務を管

理している。ちょうど、市の理事会と支配人の関係と類似している。

特別区

　特別区とは特定の領域４５に対して特定のサーヴィスを供給する地方政府であ

る。サーヴィスに料金を課し企業のように経営する企業型の特別区（�����������

���������）もあれば、サーヴィスの受益がコミュニティ全体に及ぶため税で財源

を調達する非企業型の特別区（������������	�
��	�����	）もある。前者には、水

道区、廃棄物処理区、病院区４６等が分類され、後者には、消防区、墓地区、図

書館区、警察区等が分類される。特別区は、基本的にはカウンティや市とほぼ

同一の権限を有しており、課税や起債等を行える４７。

　特別区の種類は表７の通りである。カウンティサーヴィスエリアズ（�������

�����������	
）（８９５区）、消 防 区（３７５区）、コ ミ ュ ニ テ ィ サ ー ヴ ィ ス 区

（���������	
�����	���������）（３２５区）、墓地区（２５２区）、カウンティ水道区

（１６６区）で設置数が多い。カウンティサーヴィスエリアズやコミュニティサー

ヴィス区は複数の行政サーヴィスを提供するために創設された特別区である。

近年、特別区は減少傾向（７７年度の３�３９８から０７年度には３�２９４）にあるが、カ
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����領域は大半がカウンティ内に納まるが、中にはカウンティを超える規模のものもある。

����������	
�����	����	����������	������������	�
����

����例えば水道区は使用者に水道料金を課し、病院区ではベッドに料金を課し患者に負担

を求めている。����������	
�����	����	����������	������������	�
����

����他にも契約、雇用、不動産の購入、訴訟等の権限を有する。����������	
�����	�����

����������		
��������������������

４５

４６

４７



ウンティサーヴィスエリアズやコミュニティサーヴィス区のような複数サー

ヴィス型（���������	��
�）の特別区は逆に大きく増えている４８。
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表�　カリフォルニア州の特別区のタイプ

数種類数種類

１５交通区８９５カウンティサーヴィスエリアズ

１４堤防区３７２消防区

１３港湾区３２５コミュニティサーヴィス区

１３図書館区２５２墓地区

１３水保全区１６６カウンティ水道区

１０空港区１５６開拓区

１０柑橘類有害生物管理区１３６カリフォルニア水道区

８貯水区１０８レクリエーション・公園区

８ごみ処理区９６資源保全区

６有害生物管理区９４灌漑区

５自治体改良区８０病院区

５自治体公営事業区７３カウンティ衛生区

３警察区７２衛生区

２衛生・洪水管理区５４公営事業区

２水補給区４９雨水排水区

１下水道区４６蚊駆除・ウイルス媒介動物管理区

１橋・ハイウエー区４２洪水管理・水質保全区

１合同ハイウェー区３７自治体水道区

１都市圏水道区３０水道公社

１立体交差区２８カウンティ給水区

１有料トンネル公社２７慰霊区

３�２９４合計２３排水区

出所）���������	�
��������������������������������

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

����カウンティサーヴィスエリアズは動物管理、図書館、除雪、雑草の駆除などの３２の

サーヴィスまで供給することが可能である。カウンティサーヴィスエリアズは過去

３０年で１６８増加し、コミュニティサーヴィス区は１１２増加している。����������	
������

���������	
��	�������		�����������

４８



　特別区の統治構造は、カウンティや市の理事会が統治する依存型特別区

（��������������	�
�）の場合４９もあれば、住民投票で選ばれた委員会（������）

－通常、５名の委員より構成－が統治する独立型特別区（����������������	�
�）

の場合もある。独立型特別区の運営は委員会が任用する管理者が行っている。

数的には独立型が多く２／３を占めている。

　特別区が設立される理由は、特定のサーヴィスを提供する適正規模の政府が

ない場合やカウンティないし市に住民が特定のサーヴィスの提供を委任しない

場合である。設置のメリットとしては公共サーヴィスの受益と負担が直接リン

クすることが挙げられている。反面、デメリットして特別区と市、カウンティ

が重複してサーヴィスを供給する不効率が発生していることなどが挙げられて

いる５０。

Ⅱ．カリフォルニア州政府の予算制度と財政

１ ．州予算制度と予算過程

�　予算編成と審議：議会主導の予算編成

　州政府予算は一般基金（���������	�
）、特別基金（��������	
��）、債券基

金（����������）、連邦基金（����������	�
）の４つの基金予算に分かれる。一
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����すべてのカウンティサーヴィスエリアズは依存型特別区である。����������	
������

���������	
��	�������		��������������

����メリットは他にも市やカウンティと異なり、コミュニティが必要とする公共サーヴィ

スだけを提供できる。特別区はカウンティ、市と異なり狭域で住民数も少ないため迅

速に対応できることが挙げられる。デメリットは、サーヴィス（例えば、水道、下水

道）ごとで特別区が編成されているため、地域計画の立案や調整が困難である。特別

区が複数存在することで住民にとってどのサーヴィスを誰が説明責任を負っている

のかわかりにくいといった指摘がなされている。����������	
�����	����	�����������

�����������	
	���

�
��

４９

５０



般基金予算は所得税や売上税等の租税を財源に教育や福祉といった多様なプロ

ジェクトに支出する予算である。州知事、議会の裁量で編成しえるため、予算

審議の主たる対象となる。特別基金予算は使途が限定されている財源を特定の

プロジェクトに支出する予算である５１。連邦基金予算は連邦補助金を財源に補

助対象プロジェクトに支出する予算である。債券基金予算は州債を財源に長期

の資本プロジェクトに支出する予算である。

　日本の地方自治体の普通会計予算と異なり、特定財源、補助金、公債はそれ

ぞれ別の予算で経理されているため、一般基金予算には含まれていない。表８

に示すように、２０１０年度歳出予算現額（����������	
�）の場合、一般基金予算

９１４億７�９９０万ドル（４０�４％）、特別基金予算３１２億１�９１０万ドル（１５�１％）、債券基

金予算１３１億９�５４０万ドル（６�４％）、連邦基金予算９１４億５�８６０万ドル（４４�４％）で

合計２�２７３億５�３００万ドルとなっている。
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����例えば、たばこ税の場合、税収の９０％は、「カリフォルニア子供と家族の第一信託基金

（����������	�
������	���	�������	��������������	）」、「巻きたばこ・刻みたばこ生産

付加税基金（�����������	
�����������
����������������）」、「肺がん基金（�������

��������	�
）」の３つの特別会計の財源となっている。

５１

表８　２０１０年度のカリフォルニア州の基金別予算　　（単位：１００万ドル）

予算現額割合予算現額予算法５月改定案知事予算案

４０�２９１�４７９�９８６�５５１�５８３�４０３�８８２�９０１�３一般基金

１５�１３１�２１９�１３０�８５１�５３０�８５７�３２８�８６６�７特別基金

６�４１３�１９５�４７�８５１�９８�３５７�７６�９８７�５債券基金

６５�９１３５�８９４�４１２５�２５４�９１２２�６１８�８１１８�７５５�５州基金総額

４４�４９１�４５８�６９０�７６８�５８６�３８１�８８１�７１２�３連邦基金

１００�０２２７�３５３�０２１６�０２３�４２０９�０００�６２００�４６７�８　合計

出所）����������	
�������	��	�������������������	
より作成。



　財政部の定義によれば、通常、歳出予算総額とは、一般基金、特別基金、債

券基金の３基金の合計額が指し、これを州基金総額（�������������	
�）としてい

る。州基金総額に連邦基金を加えたものを、連邦基金を含んだ支出総額

（���������	�
�����
������
����	�
�����）として区別している５２。

　次に、予算サイクルについて述べよう。カリフォルニア州の会計年度は７月

１日から翌年の６月３０日までの単年度の予算制度を採用している。各行政部局

による予算編成作業は前年度の４月に始まる。その際に、財政部が知事の政策

方針に従い、次年度の予算編成上の指示や指針を示しておく５３。各行政部局は

それに沿って作業を進め、既存のサーヴィス水準を維持するための予算である

「基準予算（����������	
����）」とサーヴィス水準の変更や新規サーヴィスの

提案を行う「予算変更提案書（��������	
���������
��������）を準備する。

各部局は９月に基準予算と予算変更提案書を財政部に提出し、財政部はこれら

を査定して、１２月中に知事予算案を編成する。つまり、基準予算に新規の予算

項目を加えていく増分主義的な予算編成（����������	
��������）が行われてい

るのである。

　知事は州憲法（１２章第４節）で翌１月１０日までに州議会に知事予算案を提示

することが義務付けられている。知事予算案は均衡予算であることも州憲法上
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����予算の合計は以下の５つの計算方法に分かれる。

　　①　一般基金

　　②　①�特別基金＝予算支出総額

　　③　②�選択的債券基金＝債券基金を含む予算支出総額（もしくは州基金総額）

　　④　③�連邦基金＝政府基金、債券基金を含む支出総額

　　⑤　④�非政府コスト基金＝州支出計画総額（基金総額合計）

　　����������	
�������	��	�������	�����������	
�参照。

����具体的には、財政部から４月に予算指示書（���������	
����	�����������）、７月に予算

政策報告（��������	
���������）、８月に年次物価報告（���������	
������）が提出

される。

５２

５３



の要件であり、歳入不足があった場合には知事は補てん財源を示す必要がある。

議会は知事予算案を受け、議会予算案の編成作業を行う。まず議会に置かれて

いる議会分析局（���������	�
������’����������	�）が知事予算案についての分

析を行う。分析の焦点は、支出水準や形態、課税水準、景気予測の正確性等に

置かれる。議会分析局は連邦議会の議会予算局（�����������	
���������������

���）に相当する組織で、無党派の予算分析を専門とする部局である５４。２月末

までに議会に２つのレポート、すなわち知事の歳出予算を検討する「知事予算

の分析（���������	
�����	���	�’��������）」と経済動向、歳入・歳出傾向等を

検討する「展望と諸問題（���������	��
��
������）」を提出し、議会の予算編

成を補助する。

　州議会は４月半ばまでほぼ２カ月をかけ公聴会を開催し、予算の検討、評価

を行う。上院の予算・財政検討委員会（�������������	
��������������������）、

下院の予算委員会（��������	

�����）がその役割を担う。この過程では、教

育や福祉のような分野別に小委員会が設置され、作業が行われる。財政部長、

関連部局の職員、業界関係者、ロービーイスト、市民などを公聴会に召喚し証

言を求める。公聴会後に、両院の同上の委員会は議会分析局のサポートを受け

ながら、知事予算案を修正しそれぞれの予算案を編成する。また、この間、知

事は５月に景気動向等の環境変化を踏まえ、予算の５月改定案（��������’��

��������	�
�）を編成し公表する。

　その後、上院、下院双方でそれぞれの予算案が審議、議決される。議決には

両院の過半数の賛成が必要である。もちろんこの時点では、上院予算案、下院

181カリフォルニア州の政治経済と財政構造（１）（小泉）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

����議会分析局の分析官は合同議会予算委員会（���������	�
���������	������������）が

採用する。無党派の立場で知事予算案を分析し、修正案を勧告することを使命として

いる。かっては財政部並みにスタッフが充実していたが、１９９０年の提案１４０号で議会

の経常経費が３８％削減されたことを受け、議会予算局のスタッフも縮小している。

５４



予算案、そして知事予算案の３つの異なる予算案が並存することになる。この

ため、この３案を調整するために予算協議会（��������	
����
���	�������）

が開催される。予算協議会には、知事の代理人と上下両院から通常３名のメン

バー（与党代表２名、野党代表１名）が出席し妥協案が模索される。もっとも、

予算協議会でも交渉が難航することがしばしばである。その場合には、知事、

下院議長（���������	�
���������）、上院議長代行（���������	��
	���	
	����

������）、両院の野党のリーダー（���������	
������
��������
��������）の５�

者（通常、ビック５（��������）と呼ばれる）による非公式な交渉が持たれ、

水面下で妥協点が図られる。こうしたプロセスを経て、両党が妥協できる予算

案が編成される。この予算案は再度、両院に送付され、多数決により議決され

ることになる。

�　予算決定の力学：知事、議会、住民投票

　ところで、予算案の承認要件が過半数となったのはつい最近の出来事である。

２０１０年に提案２５号が住民投票で可決されたことにより、予算案の承認要件は２

／３の絶対多数（��������	
���）から過半数に修正されたのである。２／３�要

件の時代には、予算通過のために、与党が上院４０議席中２７議席、下院８０議席中

５４議席を獲得しなければならなかった。しかし、与党民主党は両院で２／３の

議席を独占することは皆無であった（表６参照）。このため、野党共和党議員の

協力なしには予算の可決は不可能であった。予算審議における野党のプレゼン

スは高まった５５がしばしば議会運営は膠着した。時には野党議員の賛成を取り

付けるために、ログローリング（����������）が行われ、経費の増加圧力を高め
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����野党がビック５による非公式交渉にも参加できたのは２／３要件によるものである。

しかし多数決に変更後も野党の影響力はなくならない。増税に関しては２／３要件

が維持されるためである。�����������	�
����������������

５５



る結果となった。

　さて、両院で承認された予算案（��������	
�������
�）はその後、知事に送

付される。知事案同様、均衡予算であることが州憲法に規定されている。知事

は議会予算案に対して項目別拒否権を行使できる権限を有している。すなわち、

知事の意に反する予算項目について拒否権を発動して廃止、削除できるのであ

る。１９９１年度以降行使された項目別拒否権の金額と数は表９の通りである。金

額で１０億ドル超、１００を超える項目で拒否権が行使された年度（１９９８年、２０００年）

もあるが、知事が最終的に合意した予算法に対する割合で見ると、ほとんど

１％を満たない程度である。

　もっとも拒否権を行使しても、再度、両院が２／３の絶対多数で予算を復活

すれば知事の拒否権は無効になる。一見すると、議会が一度、通過させた予算

に対して再度承認することは当然のことのように思われる。しかし、議員の議

決は予算全体に対して行使されたものであり、たとえ承認した場合でも個別の

予算項目については異論がある場合も少なくない。このため、知事の拒否権が

議会で無効にされない場合がほとんどである５６。

�
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����１９７９年以降、一度も州知事の項目別拒否権は州議会で無効にされていない。

　　����������	
�����
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表９　知事の一般基金予算に対する項目別拒否権の数と金額
� （単位：１００万ドル）

歳出予算法に
占める割合（％）

歳出予算法
拒否権

金額数

０�１８４３�３６８�０７６�７４０１９９１

１�８０４０�７９２�４７３２�６４９１９９２

０�０１３８�５２０�２３�８２８１９９３

０�０８４０�９３９�６３３�２３０１９９４

０�００４３�４２１�１２�１８１９９５

０�１７４７�２５０�７８０�４３２１９９６

０�５６５２�８２６�８２９８�４４３１９９７

２�３８５７�２６２�２１�３６０�０１１３１９９８

０�８２６３�７３２�９５２１�３１０６１９９９

１�２８７８�８１５�９１�００８�７１１９２０００

０�６３７８�７６３�４４９８�７１０９２００１

０�２９７６�７２１�７２１９�４４１２００２

０�００７１�１３６�９１�０１１２００３

０�１０７８�６８１�０８０�１２１２００４

０�１３９０�０２５�９１１４�５４０２００５

０�０６１０１�２６１�０６２�５４０２００６

０�６９１０２�２５８�２７０２�８５１２００７

０�４９１０３�４００�８５０９�８５８２００８

１�１３８４�５８２�９９５７�１１４２００９

０�５６８６�５５１�５４８８�８２１２０１０

出所）����������	
�������	��	�������������������	
��より作成。
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表��　予算法成立の状況

議会与党
知事の政党状況予算法成立日時

下院上院

民主党民主党民主党７月１６日１９８０

民主党民主党民主党年度内成立６月２８日１９８１

民主党民主党民主党年度内成立６月３０日１９８２

民主党民主党共和党７月２１日１９８３

民主党民主党共和党年度内成立６月２７日１９８４

民主党民主党共和党年度内成立６月２８日１９８５

民主党民主党共和党年度内成立６月２５日１９８６

民主党民主党共和党７月７日１９８７

民主党民主党共和党７月８日１９８８

民主党民主党共和党７月７日１９８９

民主党民主党共和党７月３１日１９９０

民主党民主党共和党７月１６日１９９１

民主党民主党共和党９月２日１９９２

民主党民主党共和党年度内成立６月３０日１９９３

民主党民主党共和党７月８日１９９４

共和党民主党共和党８月３日１９９５

共和党民主党共和党７月１５日１９９６

民主党民主党共和党８月１８日１９９７

民主党民主党共和党８月２１日１９９８

民主党民主党共和党年度内成立６月２９日１９９９

民主党民主党民主党年度内成立６月３０日２０００

民主党民主党民主党７月２６日２００１

民主党民主党民主党９月５日２００２

民主党民主党共和党８月２日２００３

民主党民主党共和党７月３１日２００４

民主党民主党共和党７月１１日２００５

民主党民主党共和党年度内成立６月３０日２００６

民主党民主党共和党８月２４日２００７

民主党民主党共和党９月２３日２００８

民主党民主党共和党７月２８日２００９

民主党民主党共和党１０月８日２０１０

民主党民主党民主党年度内成立６月３０日２０１１

出所）����������	
�������	��	�������������������	
��並びに��������	�
�����������
　　　���������	
�����’����������	�
より作成。



　こうした手順を経た後、知事が予算案に署名を行い、予算法（��������	�）

の成立に漕ぎつけることになる。憲法上、議会の予算審議は６月１５日までに終

了し、７月１日までに知事が議会予算案を承認することになっている。しかし、

予算審議は大きくずれ込むのが通例で、新会計年度が開始しても成立しない場

合がほとんどである５７。表１０に示すように１９８０年～２０１１年度までに予算法が年

度内に成立した年はたった１０回しかない。予算法の成立の遅れは景気動向や政

治状況では容易に説明しがたい。景気が良好であった９０年代半ばでも、知事と

議会与党が同一政党の場合（例えば、１９８０年度、２００１年度、２００２年度）でも、

予算は年度内に成立していなかったのである。

　２０１０年度予算法の場合には予算審議が紛糾して実に３か月遅れの１０月８日に

予算が成立している。もっとも予算が成立しない場合でも、各部局に法律上、

予め歳出権限が与えられている継続予算（�����������	

��
��	����）－州債の元

利償還費や所得移転－については前年度の水準まで支出が認められている５８。

　予算審議過程で当初の知事予算案と最終の予算法の修正状況を見たのが図４

である。９０年度から２０１０年度の間の知事予算案の平均修正率は２�４％で、最大

１４�５％（２０００年度）が増額され、最低－１１�５％（２００９年度）が減額されている。

同期間で減額修正された年度はわずか６カ年しかない。議会によるログローリ

ングと関係があると思われる。また、修正率は景気変動と強く関係しており、

９０年代半ばの��バブル期や２０００年代の住宅ブーム期には知事案は議会で増額

修正され、２０００年初めと２００８年以降の不況期には逆の傾向が見られている。い

ずれにせよ、修正率は議会の予算編成に対する影響力を数字で示すものである

と言えよう。

　ちなみに２０１０年度一般基金予算の場合、当初の知事の予算案は８２９億１３０万ド
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����年度内成立は憲法に規定されていても罰則あるわけではない。

������������		
������
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ル、５月改定案は８３４億３８０万ドルであった。議会予算案が下院で通過したのは

１０月７日、上院が１０月８日であった。知事が議会案に対して拒否権を行使した

項目は２３項目、金額は９億６�３００万ドル。拒否権が行使された予算項目として、

��������の子供ケア２億５�６００万ドル削減５９、子供福祉サーヴィス５�２００万ドル

削減、��������プログラム１�０００万ドル削減、児童メンタルヘルスサーヴィス

１億３�３００万ドル等があった。知事は上院通過と同じ１０月８日に予算を承認し

た。金額は８６５億５�１５０万ドルで、当初の知事予算案に比べ４�４％程増額されている。

　ところで、一般基金予算の全てを知事、議会が自由に決定できるわけではな

い。カリフォルニア州では住民投票を通じて、予算の総額や配分に拘束を加え

ることが頻繁に行われている。住民投票にかけられる提案は住民により発意さ

れた提案の場合もあれば、議会が両院の過半数の承認の下で提案する場合もあ

る。住民投票で承認された財政に関する提案は表１１の通りである。
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図４　知事予算案と予算法の修正率

注）修正率は知事予算案に対する予算法の修正率を示す。
出所）表８に同じ。　　　　　　　　　　　　　　　　　
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����低所得家計に対する現金扶助。５万５�０００人の受給者に影響した。���������	�
�������’��

���������	�
���参照。
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　例えば、１９７８年の提案１３号では財産税の課税制限に加え、州税の増税、新税

の導入の場合には州議会で２／３以上の賛成を必要とすることにした。１９７９年

の提案４号では予算の伸び率を人口、インフレ率を指標に上限を加えることに

した。１９８８年の提案９８号とこれを修正した１９９０年の提案１１１号では�－１４教育

（幼稚園からコミュニティカレッジまでの教育）に配分する財源の最低水準を

決定した。１９９２年の提案１６２号では食料品の一部（スナック、ソーダ、ボトル入

飲料水）に売上税を課すことを禁じた。２００４年の提案５８号では予算の年度内均

衡を定め、予算執行過程で財政赤字が生じる恐れがある場合には知事が特別会

期を招集し均衡策を講じうるとした。さらに、同年の提案６３号では所得税の最

高税率を引き上げ、増税分を精神医療の目的財源にすることにしたのである。

　このように増税の承認要件、予算の増額や配分、税の使途、さらに財政均衡

といった重要な財政的な意思決定を州知事でも州議会でもなく、住民投票に委

ねて決定しているのである。こうした住民投票が予算編成に影響力を行使して
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表１１　財政に関する住民投票とその内容

内容投票年住民投票

増税の場合、議会の２／３の承認を必要とする１９７８提案１３号

州歳出予算の伸び率を制限１９７９提案４号

教育財源の最低水準を設定１９８８提案９８号

タバコ税１箱当たり２５セントを健康目的財源にする１９８８提案９９号

提案９８号の改定１９９０提案１０８号・１１１号

知事、議会による公務員の退職基金への保険数理的な操作を制限１９９２提案１６２号

食料品の一部に対する売上税の免税１９９２提案１６３号

課外プログラムへの財政支出を義務づける２００２提案４９号

自動車燃料税を交通目的財源にする２００２提案４２号

年度内における予算の均衡化と公債発行の制限２００４提案５８号

所得税の最高税率を引き上げメンタルヘルスの財源にする２００４提案６３号

州による地方財源の操作を制限する２００４提案１Ａ号

燃料税収を交通目的財源にする２００６提案１Ａ号

出所）�����������������をもとに作成。



いる状況を「投票箱型予算編成（������������	
	����
）」と呼ばれている。

　住民投票の結果が予算編成に与える影響は非常に大きい。例えば、提案９８号

とそれに修正を加えた提案１１１号は、�－１４の教育財源の配分を次の３�つの算

定式から選択して決定する方法に替えた。１つは、一般基金税収の最低

３４�５５％を配分する方式、２つは、州の配分実績額を生徒数と個人所得の伸び率

で調整する方式、３つは、２つ目の方式の個人所得の伸び率を州税の伸び率に

修正した方式である６０。１９８８年以降の方式の選択状況は、１の方式が１９８８年度、

２００８年度、２０１１年度。２の方式が１９８９年度、１９９１年度、１９９４年度から２０００年度、

２００２年度から２００５年度、２００９年度から２０１０年度。３の方式が１９９０年度、１９９２年

度から１９９３年度、２００１年度、２００６年度から２００７年度である。こうした算定方式

の選択を通じて、一般基金収入の約４割が�－１４教育財源に支出されてきたの

である（図５）。つまり、住民投票が教育財源を知事や議会による政治的な配分

から隔離し、算定式による機械的な配分に替えてしまったのである６１。
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����２つ目の方式は、学区が前年に得た州補助金と地方税額の合計金額を�－１２の日常出

席実績数（����������	�
��	������
���）の伸び率と一人当たりの州民個人所得の伸び

率で調整して教育財源を配分する方式である。３つ目の方式は、「１人当たりの州個

人所得の伸び率」よりも「州民１人当たりの州税の伸び率�０�５％」の値が低い場合、

２つ目の方式の１人当たりの州民個人所得の伸び率を「州民１人当たりの州税の伸び

率�０�５％」に替えて、配分額を算定する方式にしたのである。経済状況が良い時期に

は２つ目の方式が利用され、悪い時には３つ目の方式が利用された。��������	�
�

���������	
������������������

����但し、いつも教育財源の配分は政治的な配分の外側に置かれるわけではない。両院の

２／３の賛成がある場合は、提案９８号の停止が可能である。

６０

６１



　また、住民投票の結果が提案の当初の意図とは異なった財政効果をもったこ

とも指摘されている。例えば、提案１３号は、増税の議会の承認要件を２／３の

賛成に引き上げたが、この提案の意図は財産税減税の代替財源を議会が州税の

増税に求めないように制限することにあった。しかしその意図とは離れ、２／

３の承認要件が州の財源調達力の足枷になったことで、格付機関による州債の

信用力の低下、州債の格下げという結果も招いたのである。このため、カリ

フォルニア州は全米随一の経済力を有する州にも関わらず州債の格付ランクは

非常に低いのである６２。表１２に示すように、スタンダード＆プアーズ社による

最近の州債の格付けを見ても、カリフォルニア州のそれは全米最低かワースト

２位（ルイジアナ州が最低）の低水準にある。カリフォルニア州同様に人口規

模が大きい他の３州（ニューヨーク州、フロリダ州、テキサス州）と比較して

も格付けの低さは歴然としている。
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図５　提案９８号対象の教育財源の配分

出所）����������	
�������	��	�������������������	
�より作成。
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　世論調査では、住民投票を通じて住民が直接、財政政策に影響力を行使する

ことに賛成する声は多い。シンクタンクのカリフォルニア公共政策研究所

（������������	�
�������������������������）の以下の調査結果（２００６年９月）

はこれを示すものである６３。

　１�．住民投票の過半数で法律を作ったり、公共政策を変えたりすることは良

いことと思うか。

　　　結果　　良いことである�７４％　　悪いこと�２１％　　わからない�５％

　２�．住民投票を通じた公共政策の決定は知事や議会による決定よりも良いと

思うか。

　　　結果　　良い�６０％　　悪い�２４％　　同じ�６％　　わからない�１０％

　上記の回答は投票箱型予算編成に対する住民の支持の高さを示しているが、

直接民主制が議会による間接民主制を代替して州予算に関するあらゆる意思決

定を行えるわけではない。実際、住民投票は４年に一度の知事選に合わせて行
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������������		
����
�６３

表１２　各州の州債の格付け（スタンダード＆プアーズ社による格付け）

フロリダ州テキサス州ニューヨーク州全米ランクカリフォルニア州

��－����全米最低���２００３

��＋����全米最低�２００４

�������ワースト２位�２００５

�������ワースト２位�＋２００６

�������ワースト２位�＋２００７

�������全米最低�＋２００８

�����＋��全米最低�－２００９

�����＋��全米最低�２０１０

出所）各年度版の���������	
���
�������	��より作成。



われるだけで毎年の予算編成時に行われるわけではない。また、住民投票は限

定的な問題を決定するには向いているが、予算のように数千の項目に渡るもの

についての意思決定には不向きである。しかしそうは言っても、住民投票が今

後もカリフォルニア州の予算編成や財政運営に大きな影響力を行使するのは間

違いない。

２ ．一般基金予算の歳入・歳出構造

�　歳入予算：景気弾力的な歳入構造

　次に州の歳入、歳出の構造について述べる。表１３は２０１０年度の一般基金予算

の歳入予算（予算法）を見たものである。予算総額は９４２億３�０００万ドルである。

主な歳入を挙げると、個人所得税（��������	
�����	��）４７１億２�７００万ドル

（５０�０％）、売上税・利用税（����������	���
��）２７０億４４００万ドル（２８�７％）、

法人税（�����������	
��）１０８億９�７００万ドル（１１�６％）、保険税（���������	
��）

２０億７�２００万ドル（２�２％）、自動車免許料（���������	
������）１４億９�０００万ド

ル（１�６％）等である。

　個人所得税、売上税（利用税を含む）の２税で全体の約８割を占める。９０年

度以降の両税の歳入構成比を見ると、売上税の割合は減少傾向にあり、個人所

得税のそれは９０年代後半と２０００年代初めの好不況時に見られるように、景気動

向に大きく左右されていることがわかる（図６）。州の歳入全体も個人所得税へ

の依存度が高いため、所得弾力性が高い構造となっていると言えよう。以下で

は、この２税を中心に州税の特徴について述べておく。
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表１３　２０１０年度のカリフォルニア州の一般基金、特別基金歳入予算法
� （単位：１００万ドル）

割合合計割合特別基金割合一般基金

４０�０４８�０６７３�６９４０５０�０４７�１２７個人所得税

２５�９３１�１０１１５�７４�０５７２８�７２７�０４４売上税・利用税

９�１１０�８９７－－１１�６１０�８９７法人税

４�６５�５３４２０�６５�３３４－－ハイウエー利用税

５�７６�８５８２０�７５�３６８１�６１�４９０自動車免許料

１�９２�２３５０�６１６３２�２２�０７２保険税

０�７７８２－－０�８７８２相続税

０�３３３１－－０�４３３１酒税

０�７８９０３�１７９６０�１９４たばこ税

１１�２１３�４５７３５�０９�０６４４�７４�３９３その他

１００�０１２０�１５２１００�０２５�９２２１００�０９４�２３０　合計

注）����������	
�������	��	��������������������

図６　州税の構成比の推移（１９９０－２０１０年度）

出所）���������	�
������’�����������	

�より作成。
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個人所得税

　個人所得税（夫婦合算所得申告者向け）は税率１�２５％（課税所得１万４�１２０ド

ルまで）から１０�５５％（１００万ドル超）の７段階の累進課税を採用している（表

１４）。２００５年度より１００万ドル超の課税所得に対して１％税率を引き上げ、その

財源を精神医療サーヴィスの目的財源として特別会計で収入している。全米で

もっとも累進度の高い税率構造を有している。また、ブラケットクリープを回避

するために、課税ブラケットはインフレ調整を行える仕組みとなっている。

　州所得税の総所得は主に、賃金・給与（課税所得に占める割合７３�４％）、パー

トナーシップ・�法人所得（４�９％）、利子・配当（４�５％）、純事業所得（４�２％）、

純資本資産売却益（３�１％）等から構成されている（表１５）。圧倒的に賃金・給

与の割合が多いが、株式関連所得（純資本資産売却益と配当）が景気の変動に

応じて大きく増減するのが特徴である。図７に示すように２０００年初めの��バ

ブル時には株式関連所得は総所得の１６％を占めたが翌年のバブル崩壊後には

６％と半減している。２０００年代半ばからの景気回復によって１２％台に回復した

が、再度、住宅バブルの崩壊により５％に落ち込んでいる。株式関連所得の振

幅の大きさが所得税の景気弾力性を高めており、景気後退期には一般基金会計

の歳入不足を招く大きな要因となっている。

　また、所得税の累進度の高さは、所得税の負担を高所得層に集中させること

にもなっている。表１６に示すように課税所得１０万ドル超の層は所得税の納税者

の１４�９％に過ぎないが納税額の７９�７％を負担している。その一方、課税所得５

万ドル未満の層は納税者数の６４�１％を占めるが、納税額はわずか４�７％と低い。

このように、高所得層に所得税収の大半を依存しているため、彼らの所得動向

や他州への転出マインド６４が州財政に大きく影響することになっている。
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����近隣州ではネバタ州、ワシントン州では州所得税は課税されていないため、富裕層の

移動が誘引されている。���������	
������

６４
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表１４　カリフォルニア州の州所得税率（夫婦合算申告者対象）

課税所得（２００９年）税率（％）

１４�１２０ドル未満１�２５

１４�１２０～３３�４７８２�２５

３３�４７８～５２�８３８４�２５

５２�８３８～７３�３５０６�２５

７３�３５０～９２�６９８８�２５

９２�６９８～９９９�９９９９�５５

１�０００�０００ドル以上１０�５５

出所）�����������	
����
�������
�����������������	�より作成。

表１５　カリフォルニア州の州所得税の課税所得構成（２００９年度）

注）その他には年金、純賃貸料・ロイヤリティー、純財産・信託、
純農業所得他が含まれる。

出所）�����������	
����
�������
�����������������	
��より作成。

割合（％）金額（千ドル）

７３�４６７８�９２８�５１１賃金・給与

４�９４５�５９７�６８５パートナーシップ・Ｓ法人所得

４�５４１�２２７�４８１利子・配当

４�２３９�０３２�６８６純事業所得

３�１２８�６４５�３２９純資本資産売却益

９�９９２�０５９�２１２その他

１００�０９２５�４９０�９０４　合計
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図７　カリフォルニア州所得税と株式関連所得

出所）表１５の資料並びにその各年度版。
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表１６　カリフォルニア州所得税の調整粗所得階層別の申告者数、納税額（２００９年）

割合
納税額

（千ドル）
割合

調整粗所得
（千ドル）

割合
申告者数
（人）

調整粗所得階層

０�０７�８６８－３�４－２９�６５７�１８９８�４１�２２７�７３１５０００ドル未満

０�０９�０９８１８�８９４�２７６８�０１�１６９�７３７５０００ドル～１万ドル

０�０１８�４４７１�７１４�９６９�４２１８�２１�１９８�７１４１万ドル～１万５０００ドル

０�１５１�７３５２�３２０�６８６�２６２８�１１�１８３�３１０１万５０００ドル～２万ドル

０�３１０７�００８２�６２２�６９６�９３０６�９１�０１０�５９０２万ドル～２万５０００ドル

０�４１６９�０２１２�８２４�５９７�４０５６�１８９５�０５５２万５０００ドル～３万ドル

１�５５７２�６３６５�９５１�８４５�７０４１０�２１�４９３�４７５３万ドル以上～４万ドル

２�３８９３�６２２６�２５４�２６０�２８７８�３１�２１５�１０５４万ドル～５万ドル

１５�６６�０４９�０８４２４�７２１７�１５５�９２４２１�０３�０６６�７２２５万ドル以上～１０万ドル

７９�７３０�９９１�０８２５６�２４９５�３９４�７８５１４�９２�１７４�７６６１０万ドル以上

１００�０３８�８６９�６０１１００�０８８０�８４３�８０６１００�０１４�６３８�２０５合計

出所）表１５に同じ。



売上税

　売上税とは有形動産の最終販売に課税する小売売上税である。課税取引額の

約７割は小売段階の取引で、その金額は３�１８４億１�３００万ドルである。事業者別

に課税売上額を見ると、レストラン・バー（１５�８％）、自動車販売店（１４�４％）、

総合スーパー（１４�２％）、ガソリンスタンド（１３�５％）で多い（表１７）。

�
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表１７　売上税の事業者別課税取引額の割合（２００９年）

注）その他には薬局、スポーツ品店、音楽店、各種雑貨店等が含
まれる。

出所）����������	
����	����	��	�������������������	
�����より作成。

割合（％）金額（１００万ドル）事業者

１５�８５０�１９０レストラン・バー

１４�４４５�９６２自動車販売店

１４�２４５�３６３総合スーパー

１３�５４３�００３ガソリンスタンド

８�３２６�３００衣料品店

７�６２４�２３０建材店

７�１２２�６８１酒・食料品店

６�９２２�００４家具・家電店

１２�１３８�６８１その他

１００�０３１８�４１３合計



�

198 アドミニストレーション第１８巻３・４合併号

表１８　売上税の主な免税品目と減収額（単位：１００万ドル）

減収額具体的品目

生活必需品

４�９９０�１食料品

３１８�８キャンデー、スナック、ボトル入り飲料水

１３�９自販機販売用の食品

４６４�１野生生物、種、飼料、植物、肥料、薬

０�５メディケイド対象食品・飲料水

１�８２９�５処方箋薬

２�３４４�４ガス、電気、水道、蒸気

公益関係

０�３美術品

０�４カリフォルニア科学館等

０�１ＮＰＯのオークション販売

０�４退役軍人組織の食料品の販売等

０�２ＮＰＯの中古品販売

企業関係

５１�０航空機用燃料

１８�７航空機用部品

３２�０海上運送

６３�２動画・テレビフィルム等のリース

４６�２リネンのレンタル

１６�８農業機器・機械用の燃料

８６�０農業機器・機械

０�２種畜（競走馬）

２�０木材伐採器具

２４�９定期刊行物

４３�０商品宣伝付きの印刷物

０�６炭素ガス

１４�５編集機器

１�４メーリングリストの利用

７７�２カスタムコンピュータープログラム

注）����������	
����	����	��	�������������������		
�����より作成。



　免税品目は、１）食料品、２）処方箋薬、３）公益サーヴィス（電気、ガス、

水、電話等）、４）代替エネルギー、５）博物館入場料、６）船舶、航空機の他

州への販売、国際線の航空燃料等、７）動画の配信、８）家、建物の建築、９）

農機具、１０）雑誌、定期刊行物、１１）コンピュータープログラム、１２）連邦、

他州への物品の売買等である。表１８は売上税の免税に伴う減収額を挙げたもの

である。食料品（４９億９�０１０万ドル）、処方箋薬（１８億２�９５０万ドル）、公益サー

ヴィス（２３億４�４４０万ドル）といった生活必需品で減収額が大きくなっている。

特に、食料品の免税は免税額全体の４割以上を占めるとされる６５。

　税率は州と地方政府双方が売上税に対して課税権を有しているので複雑であ

る。州全体の税率は８�２５％ ６６である。税率の使途が細かく決まっており、６％

分が州の一般基金会計の財源に、０�２５％分が州債の償還財源になるが、次の４�

つの税率分は州からカウンティ、市に配分される。１つは、健康・福祉目的の

財源としてカウンティに配分される０�５％分、２つは、治安目的の財源としてカ

ウンティ（さらにカウンティを経由して市）に配分される０�５％分、３つは、交

通目的の財源としてカウンティに配分される０�２５％分、４つは、市ないしはカ

ウンティ６７の一般基金に配分される０�７５％分である６８。

　さらに、市とカウンティが以上の８�２５％の税率に最大２�０％まで税率を加算す

ることが可能である。この加算分の税率は「取引・利用税（�����������	��
	����

���）」の名称で課されている。このため地方政府間で税率は８�２５％から１０�２５％
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������������		
������

����州売上税の税率は小刻みに変更されている。この税率は２００９年４月１日から２０１１年６

月３０日までに採用された税率である。２０１１年７月１日からは７�２５％に変更されている。

����市が法人化されていない地域ではカウンティに税収が配分。

����交通目的と一般基金目的で課税されている税率分はブラッドレー・バーンズ地方売上

税・利用税法（���������	�
��������������
�������������）に基づき課税される部分

である。

６５

６６

６７

６８



まで多様に設定されている６９。

　カリフォルニア州の売上税は付加価値税ではなく、小売売上税であるため

サーヴィスを課税対象としていない。州経済のサーヴィス化・情報化が進展す

る中、サーヴィスを課税ベースに取り込むことが課題となっている。２００７年の

税率査定審査委員会の推計によれば、新たにサーヴィス課税が行えた場合、課

税ベースを３６０億ドル拡大できるとされている７０。

　財政状況が厳しい中、課税ベースの拡大は重要な課題であるが政治的には困

難である。１９９１年にキャンディー、スナックフード、ボトル入り飲料水、新聞、

ジェット燃料が新たに課税対象に加わったが、翌１９９２年には住民投票（提案１６３

号）でキャンディー、スナックフード、ボトル入り飲料水は再度、免税品目に

戻されることになったのである。それ以降、課税品目を増えていない。２００８年

にシュワルツネッガー知事が幾つか提案したものの頓挫している。

その他の税源

　以上の二大財源以外の租税の特徴を簡単にふれておく。法人税は１）一般法

人に８�８４％の税率で課税する法人所得税、２）銀行・その他の金融機関に

１０�８４％の税率で課税する法人フランチャイズ税、３）�法人に１�５％の税率で課

税する法人所得税から構成されている７１。また、一般法人は、赤字の場合でも

８００ドルの最低フランチャイズ税や税率６�６５％の代替ミニマム税（���������	��

����������	）が課税される。保険税は保険会社に対して州内で契約された保

険の総保険料（����������	
��）に税率２�３５％で課税する租税である。ハイウ
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����例えば、サンタバーバラ・カウンティの場合、税率は８�７５％である。０�５％分はサンタ

バーバラ交通公社（�����������	��　���������）の財源として課税されている。

������������		
������

����法人フランチャイズ税は州内で活動する法人に対して課税され、法人所得税は法人所

得の源泉が州内にある場合、課税される。���������		
�����
�

６９

７０

７１



エー利用税は自動車の燃料（ガソリン、ディーゼル等）に１ガロン１８セントで

課税し、ハイウエーの建設維持費の目的財源となっている。自動車免許料は自

動車の所有者に対して車両の市場価格に課す料金である。自動車に地方財産税

を課税しない代わりの代替税であるとされている。たばこ税は９８年の住民提案

１０号で採用された税で、たばこ流通販売業者に１箱当たり８７セントで課税して

いる。税収の多くは健康プログラムに使途している。

�　歳出予算：教育・福祉中心の歳出構造

　次に歳出についてである（表１９）。一般基金の歳出予算額（予算法）は８６５億

５�１５０万ドルである。主な歳出項目は、初等中等教育費（��������	
���）３６０億

７�９１４万ドル（４１�７％）、健康・福祉費（���������	��
����������）２６３億４�５９０

万ドル（３０�４％）、高等教育費（��������	
�����）１１４億８�９７２万ドル（１３�３％）、

矯正・更生費（����������	
���
�������������	）８９億３�１２８万ドル（１０�３％）であ

る。この４つの経費で全体の９割以上を占める。９０年度以降のこの４経費の構

成比の推移を見ると、９０年代初めには健康・福祉費で減少、初等中等教育費で

増加が見られたが、両経費は２０００年以降、ほぼ安定的に推移している。また最

近、高等教育費は減少し、反対に矯正・更正費は増えつつある（図８）。以下で

はそれぞれの経費の特徴について述べておく。
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図８　州一般基金歳出の構成比の推移（１９９０－２０１０年度）

出所）���������	�
��������
������������より作成。
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表１９　２０１０年度のカリフォルニア州の一般基金、特別基金歳出予算（予算法）
� （単位：１００万ドル）

割合合計割合特別基金割合一般基金

５�１６�０２４９�３２�８７５３�６３�１４９議会・司法・行政費

１�１１�３４６２�４７４８０�７５９８州行政・消費者サーヴィス費

７�０８�２０９２３�７７�３０４１�０９０５商工・交通・住宅費

３�９４�５３５７�９２�４２７２�４２�１０８天然資源費

１�０１�１７８３�６１�１０１０�１７７環境保全費

３１�９３７�５０３３６�２１１�１５７３０�４２６�３４６健康・福祉サーヴィス費

７�６８�９７９０�２４８１０�３８�９３１矯正・更正費

３０�８３６�１６００�３８１４１�７３６�０７９初等中等教育費

９�８１１�５２６０�１３６１３�３１１�４９０高等教育費

０�４４４１１�２３８３０�１５８労働・職業開発費

１�３１�５０２１５�２４�６９１－３�７－３�１８９一般政府費

１００�０１１７�４０３１００�０３０�８５１１００�０８６�５５２　合計

注）����������	
�������	��		��������������������



初等中等教育費

　�－１２教育を対象とする経費で、州歳出の４割を占める最大の経費である。

カリフォルニア州の場合、学区間の教育格差の是正を勧告したセラーノ・プ

リースト判決と財産税の課税制限を課した提案１３号の影響で、学区歳入に占め

る財産税の割合が低く、州が財源の多くを負担している。また、１９８８年の提案

９８号とそれを改定した９０年の提案１１１号が教育財源の最低保証額を定めたこと

も教育費の割合を高める結果になっている。

　初等中等教育に対する州の財政的な関与は大きいものの、他州と比較して教

育サーヴィスの水準は著しく低いことが指摘されている。生徒１人当たりの教

育費は長期的に下落を続け、全米比較でワースト４７位と最低水準にある。生徒

１人当たりの教師数は全米４９位、クラス当たりのコンピューターの数は４７位で

ある。教育成果についてもリーデングの成績（小学４年生、２００９年）は全米４９

位、算数の成績は全米４４位、高校の卒業率のランク（２０１０年）もドロップアウ

トが多いため、４８位と低い７２。

健康・福祉費

　健康・福祉費は州で２番目に大きい経費である。主な経費として、１）貧困

家計の生活扶助を目的とする��������（����������	
���	���������	����

����������	�
��
�����）、２）高齢者、障害者に対する所得保障を目的とする

�������������	
�
��	��
�������������������������	�
������������
��、３）貧

困家計への医療扶助を目的とする��������（������������	�
������）、４）�����

���に加入できない低所得家計に医療保険の購入を助成する家族保険プログラ

ム（��������	�
��������
）がある。

　福祉サーヴィスは連邦と州が共同で行うプロジェクトが多い。例えば、
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��������はカリフォルニア州版のメディケイドで、受給資格は低所得者並びに

６５歳以上の老人、２１歳以下の子供・若者、障害者、妊婦等に認められている。財

源は連邦と州が等しく分担し、受給資格や保険給付の対象範囲も連邦と州が設

定している。

　一方、��������は１９９４年の連邦の福祉改革後に導入されたカリフォルニア

州版のワークフェア制度である。１０歳までの子供をもつ貧困者に勤労を条件

（１週間に３２時間）に現金給付をしている。財源は連邦と州が分担し、受給資

格等は州が設定している。受給者数は約１３０万人を数え、その２／３は子供で

ある。２０１０年の知事予算案では年１６億ドルが節減できるとして、制度の廃止が

提案された。この提案は議会により否決されたが、現金給付額は削減されるこ

とになった７３。

高等教育費

　高等教育費は、１１０校の２年制のコミュニティカレッジ（在籍数２９０万人）、１０

校のカリフォルニア大学（在籍数２２万２�０００人）、２３校のカリフォルニア州立大

学（在籍者数４３万３�０００人）を対象とする予算である。高等教育機関に対する州

の予算は大きく減少している。１９６９年度にはカリフォルニア大学、カリフォル

ニア州立大学の経費の９０％が州の財源で担われていたが、２００９年度にはそれぞ

れ６２％、６９％に低下している。このため、授業料の割合が増加している。最近

では２００３年度から２０１１年度の間で２倍に学生の授業料が引き上げられた７４。

矯正・更生費

　矯正・更正費は刑務所の維持管理費（建設費は除く）が多くを占める。近年、
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この経費は増加傾向にある。その主たる理由として、１９９４年のスリー・ストラ

イク法（������������	
��）の実施によって、囚人の刑期が延長し、刑務所の収

容人数が増加したことが挙げられる。１９９４年の囚人数は１２万５�０００人であった

が、２００９年には１６万８０００人に増えた。それに伴い刑務所数も増加することに

なった７５。

その他の経費

　それ以外の経費についてもふれておく。商工・交通・住宅費（����������

�����������	��
�
���	��）　は主に、金融行政、交通インフラの整備、住宅コ

ミュニティ開発等を対象とした経費である。州行政・消費者サーヴィス費

（�����������	�
����������）は主に、消費者行政と資産管理、許認可等の経

費である。環境保全費（����������	
����	��	���）は水質保全、大気保全、有

毒物質の管理等の環境行政の経費である。天然資源費（���������	
����
）は

主に森林災害、公園管理、水資源管理等の経費である。労働・人材開発費

（����������	��
�������������）は就労斡旋や労働者保護行政の経費であ

る。議会・司法・行政費（���������	�
��������
�����������	�）は法務行政、税

務や保険行政などの経費である。

（以下、次号に続く）

205カリフォルニア州の政治経済と財政構造（１）（小泉）
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